
 

久喜市の財務書類 
【一般会計等】 

 

 
 

 

—令和３年度— 
 

 

 

 

    

       

  



1 
 

目   次 

 

第１章 地方公会計制度の策定経緯と意義 

１ 経緯 ……………………………………………………………３ 

２ 意義 ……………………………………………………………３ 

 

第２章 財務書類の作成範囲  

１ 作成対象範囲 …………………………………………………４ 

２ 作成基準日 ……………………………………………………５ 

 

第３章 財務書類 

１ 財務書類の相互関係 …………………………………………６ 

２ 財務書類の内容  

◆貸借対照表 …………………………………………………７ 

◆行政コスト計算書 ………………………………………１０ 

◆純資産変動計算書 ………………………………………１２ 

◆資金収支計算書 …………………………………………１３ 

 

 



2 
 

第４章 財務４表の分析 

１ 資産の状況 …………………………………………………１６ 

２ 資産と負債の比率 …………………………………………１８ 

３ 負債の状況 …………………………………………………１９ 

４ 行政コストの状況 …………………………………………２０ 

５ 受益者負担の状況 …………………………………………２０ 

 

第５章 資料編  ……………………………………………２１ 

 



3 
 

 

 

１ 経緯 
 

 本市を含む、地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、

予算の適正・確実な執行を図るという観点から、単式簿記による現金主義会計を

採用しています。 

 その一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に果たす観点から、単

式簿記による現金主義会計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）

や見えにくいコスト情報（減価償却費等））を住民や議会等に説明する必要性が

一層高まっており、そのためには、単式簿記による現金主義会計の補完として、

複式簿記による発生主義会計の導入が重要となります。 

こうしたなかで、本市では、総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」

で示された財務書類のモデルのうち、「総務省方式改訂モデル」を採用して財務

書類を作成してきました。 

しかし、地方公会計の整備（財務書類の整備）は、全国で同時に進められてい

たため、本市が採用した方式以外にも「基準モデル」や「東京都方式」等の複数

の会計基準で作成されていたことから、団体間の数値を比較することが難しいな

どの課題も発生しました。 

このことから、総務省では、平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会

計の整備促進について（総務大臣通知）」を示し、全ての地方公共団体は平成 

２９年度までに、統一的な基準に準拠した財務書類の作成が必要となりました。

本市では、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づく財務書類を作成して

います。 

 

２ 意義 
 

 統一的な基準による財務書類を作成することで、ストック情報と現金支出を伴

わないコストも含めたフルコストでのフロー情報の把握が可能となり、公共施設

等のマネジメントへの活用の充実につなげることも可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章  地方公会計制度の策定経緯と意義 
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１ 作成対象範囲 
  

 本市では、普通会計で行っている事業のほかに、国民健康保険などの公営事業

会計（特別会計）、水道や下水道のような公営企業会計など、様々な事業を行っ

ています。また、市で行う事業とは別に、一部事務組合など、市からの負担金な

どを基に広域的に行う事業もあります。 

 そこで、市を中心とする全体的な行政サービス体の財務状況を把握するため、

「一般会計等財務書類」、公営事業会計や公営企業会計を含めた「全体財務書類」、

一部事務組合等の外郭関連団体まで含めた「連結財務書類」を作成しています。 

 

●財務書類の範囲 
 

対象とされる会計 財務書類の名称 

一般会計 一般会計 
一般会計等 

財務書類 

全体 

財務書類 

連結 

財務書類 

 特別会計 

土地区画整理事業特別会計 

（普通会計分） 

土地区画整理事業特別会計 

（企業会計分） 

 国民健康保険特別会計 

介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

企業会計 
水道事業会計 

 
下水道事業会計 

一部事務 

組合等 

久喜宮代衛生組合 

  

北本地区衛生組合 

利根川栗橋流域水防事務組合 

埼玉県市町村総合事務組合 

埼玉東部消防組合 

広域利根斎場組合 

彩の国さいたま人づくり広域連合 

埼玉県後期高齢者医療広域連合 

第三 

セクター等 
久喜市社会福祉協議会   

 

※今回説明する内容は、太枠で囲った一般会計等の財務書類です。 

 

 

 

第２章  財務書類の作成範囲 
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２ 作成基準日 
 

 作成基準日は、会計年度の最終日である令和４年３月３１日としています。 

 地方公共団体に設けられている出納整理期間（令和４年４月１日から令和４年

５月３１日までの間）の収支については、基準日までに終了したものとみなして

取り扱っています。 
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１ 財務書類の相互関係 

 
統一的な基準による財務書類は、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産

変動計算書」「資金収支計算書」の４つで構成されています。 

下図は、その４表の関係を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章  財務書類 

貸借対照表 

資産 負債 

 

固定資産 

事業用資産・物品等  

インフラ資産 

投資その他の資産 
 

流動資産 

 現金預金 

 その他 

 

68,705,993 千円 

94,813,067 千円 

4,340,627 千円 
 

 

2,993,075 千円 

5,226,872 千円 

 

固定負債 

 地方債 

 その他 
 

流動負債 

 １年以内償還予定地方債 

 その他 

 

41,660,786 千円 

4,107,953 千円 
 

 

3,932,495 千円 

1,251,628 千円 

純資産 

 純資産 125,126,772 千円 

行政コスト計算書 

経常費用 

経常収益 

臨時損失 

臨時利益 

51,507,689 千円 

1,640,918 千円 

525,855 千円 

22,280 千円 

純行政コスト 50,370,346 千円 

 

資金収支計算書 

業務活動収支 

投資活動収支 

財務活動収支 

3,709,262 千円 

△5,792,375 千円 

2,111,539 千円 

本年度末資金残高 2,497,066 千円 

本年度末歳計外現金残高 496,009 千円 

本年度末現金預金残高 2,993,075 千円 純資産変動計算書 

前年度末純資産残高 130,019,012 千円 

純行政コスト 

財源 

その他変動等 

△50,370,346 千円 

50,409,358 千円 

△4,931,253 千円 

本年度末純資産残高 125,126,772 千円 

 

 

① 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の「本

年度末現金預金残高」（本年度末資金残高と本年度末歳計外現金残高の合

計）と一致します。 
 

② 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の「本年度末純資

産残高」と一致します。 
 

③ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記

載されます。 

① 

③ 

② 

※表示単位未満を四捨五入しているため、 

合計と一致しない場合があります。 
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２ 財務書類の内容 

 
◆貸借対照表（ＢＳ：Balance Sheet） 
 

年度末時点での資産、負債及び純資産の帳簿残高を表しています。 

この表は、資産をどのような財源で賄ったかを示しており、将来世代の負担と

現在までの世代の負担をみることができます。 

 また、貸借対照表は資産と負債・純資産の合計額が一致します。  

（単位：千円） 

科目名 金額 科目名 金額 

資 
 

産 

固定資産 Ⓐ 167,859,686 

負 
 

債 

固定負債 ⓐ 45,768,739 

 有形固定資産 163,436,967  地方債 41,660,786 

  事業用資産 65,830,207  退職手当引当金 3,175,255 

  インフラ資産 94,813,067  その他 932,698 

  物品 2,793,694 流動負債 ⓑ 5,184,122 

 無形固定資産 82,092  １年内償還予定地方債 3,932,495 

 投資その他の資産 4,340,627  賞与等引当金 524,477 

流動資産 Ⓑ 8,219,947  預り金他 727,151 

 現金預金 2,993,075 負債合計 ⓐ+ⓑ 50,952,861 

 未収金他 5,226,872 純資産合計 ⓒ 125,126,772 

資産合計 Ⓐ+Ⓑ 176,079,633 負債及び純資産合計 ⓐ+ⓑ+ⓒ 176,079,633 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 
 

資産全体のうち、庁舎や学校などの「事業用資産」

が37.4％、道路や公園などの「インフラ資産」が53.8％、

「流動資産」が 4.7％を占めています。 

資産の 28.9％が負債により形成されており、この部

分を将来の世代が負担していくことになります。負債

のうち、地方債（１年内償還予定地方債を含む）が負

債全体の 89.5％であり、大部分を占めていることが分

かります。 

純資産は資産の 71.1％で、過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよ

い資産です。 
 

【市民一人当たりの貸借対照表】 

 

 

 

 

 

 

資産 1,165 千円 

事業用資産 435 千円（37.4％）…庁舎・学校など 

インフラ資産 627 千円（53.8％）…道路・公園など 

流動資産 54 千円（4.7％）…将来現金化が可能 

負債 337 千円 （28.9％） 

地方債（１年内償還予定地方債を含む）  

302 千円（負債のうち 89.5％） 

純資産 828 千円 （71.1％） 

※市民一人当たりの貸借対照表は令和 4 年 3 月 31 日時点の住民基本台帳人口 151,203 人で算出 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 

資産

純資産

負債

0

50,000

100,000

150,000

200,000

均衡
（百万円）
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◇前年度比較 
 

【資産の部】 
                                           （単位：千円、％） 

科目名 令和 3 年度 令和 2 年度 前年度比 増減率 

固定資産 167,859,686 172,070,473 △ 4,210,787 △ 2.45 

 有形固定資産 163,436,967 167,980,369 △ 4,543,401 △ 2.70 

  事業用資産 65,830,207 70,682,735 △ 4,852,528 △ 6.87 

  インフラ資産 94,813,067 96,140,685 △ 1,327,618 △ 1.38 

  物品 2,793,694 1,156,949 1,636,745 141.47 

 無形固定資産 82,092 123,934 △ 41,842 △ 33.76 

 投資その他の資産 4,340,627 3,966,170 374,456 9.44 

流動資産 8,219,947 7,300,925 919,022 12.59 

 現金預金 2,993,075 2,970,733 22,342 0.75 

 未収金 161,239 224,635 △ 63,396 △ 28.22 

 基金 5,080,241 4,125,167 955,074 23.15 

 徴収不能引当金 △ 14,608 △ 19,611 5,002 △ 25.51 

資産合計 176,079,633 179,371,398 △ 3,291,765 △ 1.84 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 
 

有形固定資産は、固定資産台帳の見直しにより資産を整理したことなどが要

因となり、45 億 4,340 万 1 千円の減少となっています。 

また、流動資産は、普通交付税の再算定による増額分を減債基金に積み立て

たことなどから、9億 1,902 万 2 千円の増加となりました。 
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【負債・純資産の部】 
                                           （単位：千円、％） 

科目名 令和 3 年度 令和 2 年度 前年度比 増減率 

固定負債 45,768,739 43,921,942 1,846,797 4.20 

 地方債 41,660,786 39,330,704 2,330,081 5.92 

 退職手当引当金 3,175,255 3,271,542 △ 96,287 △ 2.94 

 その他 932,698 1,319,696 △ 386,998 △ 29.32 

流動負債 5,184,122 5,430,444 △ 246,322 △ 4.54 

 1 年内償還予定地方債 3,932,495 3,917,862 14,633 0.37 

 賞与等引当金 524,477 548,640 △ 24,163 △ 4.40 

 預り金 496,009 502,094 △ 6,084 △ 1.21 

 その他 231,141 461,849 △ 230,707 △ 49.95 

負債合計 50,952,861 49,352,386 1,600,475 3.24 

純資産合計 125,126,772 130,019,012 △ 4,892,240 △ 3.76 

負債及び純資産合計 176,079,633 179,371,398 △ 3,291,765 △ 1.84 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 

 負債は前年度に比べて 16 億 47 万 5 千円増加しています。そのうち最も多くの

割合を占めている地方債（１年内償還予定地方債含む）は、学校給食センターの

整備に係る地方債の発行等により 23 億 4,471 万 4 千円の増加となりました。 

今後も新たなごみ処理施設などの建設が予定されているため、負債の増加が見

込まれます。負債の増加は将来世代への負担の増加を意味しますので、数値の増

減に注意が必要です。 

 純資産は 48 億 9,224 万円の減少となっています。 
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◆行政コスト計算書（ＰＬ：Profit and Loss statement） 
 

民間企業の「損益計算書」にあたるもので、当該会計年度の行政サービスによ

る発生コストと受益者負担などを表しています。 

  （単位：千円） 

科目名 金額 

経常費用 Ⓐ 51,507,689 

 業務費用 21,426,258 

  人件費 7,158,374 

  物件費等 13,146,892 

  その他の業務費用 1,120,991 

 移転費用 30,081,431 

  補助金等 16,843,089 

  社会保障給付 9,771,263 

  他会計への繰出金 3,315,137 

  その他 151,942 

経常収益 Ⓑ 1,640,918 

純経常行政コスト Ⓐ-Ⓑ 49,866,771 

臨時損失 Ⓒ 525,855 

臨時利益 Ⓓ 22,280 

純行政コスト Ⓐ-Ⓑ+Ⓒ-Ⓓ 50,370,346 

 
資産形成につながらない行政サービスに要した経常費用のうち、移転費用が

58.4％と最も多くの割合を占めています。さらに、移転費用の内訳で最も多くの

割合を占めているのが補助金等です。 

補助金等については、社会経済状況に即した、公正かつ効率的なものであるか

どうか、また、市民ニーズや社会情勢の変化にそぐわないものとなっていないか

を確認し、毎年度必要な見直しを行っていますが、依然として高い水準にあり、

今後も継続して見直しを実施していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 

人件費

13.9%

物件費等

25.5%

その他の業務費用

2.2%

補助金等

32.7%

社会保障給付

19.0%

他会計への繰出金

6.4%

その他の移転費用

0.3%
業務費用

移転費用
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◇前年度比較 
                                                     （単位：千円、％） 

科目名 令和 3 年度 令和 2 年度 前年度比 増減率 

経常費用 51,507,689 64,501,294 △ 12,993,605 △ 20.14 

 業務費用 21,426,258 21,628,611 △ 202,353 △ 0.94 

  人件費 7,158,374 7,085,556 72,818 1.03 

  物件費等 13,146,892 13,725,557 △ 578,665 △ 4.22 

   物件費 8,957,204 9,358,597 △ 401,394 △ 4.29 

   維持補修費 661,146 502,643 158,503 31.53 

   減価償却費 3,502,140 3,857,623 △ 355,483 △ 9.22 

   その他 26,402 6,694 19,708 294.43 

  その他の業務費用 1,120,991 817,498 303,494 37.12 

 移転費用 30,081,431 42,872,683 △ 12,791,252 △ 29.84 

  補助金等 16,843,089 29,766,335 △ 12,923,246 △ 43.42 

  社会保障給付 9,771,263 9,544,735 226,528 2.37 

  他会計への繰出金 3,315,137 3,517,437 △ 202,300 △ 5.75 

  その他 151,942 44,177 107,766 243.94 

経常収益 1,640,918 1,444,357 196,562 13.61 

純経常行政コスト 49,866,771 63,056,938 △ 13,190,167 △ 20.92 

臨時損失 525,855 - 525,855 皆増 

臨時利益 22,280 6,033 16,247 269.31 

純行政コスト 50,370,346 63,050,904 △ 12,680,559 △ 20.11 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 

 経常費用は前年度に比べて 129 億 9,360 万 5 千円の減少となっており、移転費

用 127 億 9,125 万 2 千円の減少が主な要因となっています。 

移転費用の内訳をみると、補助金等が、令和 2年度に実施した新型コロナウイ

ルス感染症に係る特別定額給付金やひとり親世帯臨時特別給付金の給付などの

皆減により 129 億 2,324 万 6 千円減少しています。 

また、毎会計年度、経常的に発生する使用料及び手数料などの経常収益は 

1 億 9,656 万 2 千円増加しており、収支差額の純行政コストは 126 億 8,055 万 9

千円の減少となりました。 
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財源

50,409,358千円

純行政コスト

50,370,346千円

本年度差額

39,012千円

0

50,300,000

50,400,000

50,500,000

（千円）

◆純資産変動計算書（ＮＷ：Net Worth statement） 
 

貸借対照表の純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財

産）が１年間でどのように変動したかを表しています。 

純行政コストの金額に対して、税収や国県等補助金がいくらあるかをみること

で、受益者負担以外の財源によってどの程度賄われているかを把握することがで

きます。 

 （単位：千円） 

科目名 金額 

前年度末純資産残高 Ⓐ 130,019,012 

 純行政コスト（△） △ 50,370,346 

 財源 50,409,358 

 本年度差額 39,012 

 固定資産等の変動（内部変動） 0 

 資産評価差額 - 

 無償所管換等 △ 6,582,987 

 その他 - 

 本年度純資産変動額 Ⓑ △ 4,892,240 

本年度末純資産残高 Ⓐ+Ⓑ 125,126,772 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 

行政コスト計算書で算出した純行政コストの符号がマイナスとなり純行政コ 

スト（△）に記載されています。経常収益で賄うことができなかった純行政コス

ト 503 億 7,034 万 6 千円の発生に対し、財源は 504 億 935 万 8 千円で、3,901 万

2 千円のプラスとなっています。 

 これは、当年度発生したコストを、地方税・地方交付税等の当年度の一般財源

等で賄えたことにより余剰資源が生じ、現世代により将来世代も利用可能な資源

の蓄積が行えたことを表しています。 
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◆資金収支計算書（ＣＦ：Cash Flow statement） 
 

１年間における資金の流れを３つの活動区分に分けて、どのような活動に資金

が必要であったかを表しています。 

 （単位：千円） 

科目名 金額 

 業務支出 47,955,948 

  業務費用支出 17,874,517 

  移転費用支出 30,081,431 

 業務収入 45,795,089 

 臨時支出 - 

 臨時収入 5,870,121 

業務活動収支 Ⓐ 3,709,262 

 投資活動支出 7,090,545 

 投資活動収入 1,298,169 

投資活動収支 Ⓑ △ 5,792,375 

 財務活動支出 4,300,081 

 財務活動収入 6,411,620 

財務活動収支 Ⓒ 2,111,539 

本年度資金収支額 Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ 28,426 

前年度末資金残高 Ⓓ 2,468,640 

本年度末資金残高 Ⓐ+Ⓑ+Ⓒ+Ⓓ 2,497,066 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 

業務活動収支は、通常プラスになることが望ましく、その範囲内で、投資活動

収支を賄い、さらには財務活動収支を賄うことが理想的です。 

 当年度は、業務活動収支がプラスの 37 億 926 万 2 千円、投資活動収支がマイ

ナスの 57 億 9,237 万 5 千円、財務活動収支がプラスの 21 億 1,153 万 9 千円であ

り、資金収支としてはプラスの 2,842 万 6 千円となりました。 

 ３つの活動区分による収支差額が意味するところは次のとおりです。 

 

●業務活動収支 

プラス（＋）     3,709,262 千円 

●投資活動収支 

 マイナス（△）   △5,792,375 千円 

●財務活動収支 

 プラス（＋）      2,111,539 千円 

 ●行政サービスを効率的に 

運用できている 

●社会資本の整備や基金への 

積立を積極的に実施 

●地方債の借入額が返済額を上回り、 

債務残高が増加 
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◇前年度比較 

 

【業務活動収支】 
                                                     （単位：千円、％） 

科目名 令和 3 年度 令和 2 年度 前年度比 増減率 

業務支出 47,955,948 60,545,376 △ 12,589,428 △ 20.79 

 業務費用支出 17,874,517 17,672,693 201,823 1.14 

 移転費用支出 30,081,431 42,872,683 △ 12,791,252 △ 29.84 

業務収入 45,795,089 61,763,134 △ 15,968,045 △ 25.85 

 税収等収入 33,394,992 31,579,720 1,815,271 5.75 

 国県等補助金収入 10,878,840 28,854,543 △ 17,975,703 △ 62.30 

 使用料及び手数料収入 289,938 281,881 8,057 2.86 

 その他の収入 1,231,320 1,046,990 184,330 17.61 

臨時支出 - - - - 

臨時収入 5,870,121 - 5,870,121 皆増 

業務活動収支 3,709,262 1,217,758 2,491,504 204.60 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 
 

業務活動収支は 24 億 9,150 万 4 千円の増加となっています。これは、普通交

付税や地方消費税交付金の増加により税収等収入が増となったことなどによる

ものです。 

 

【投資活動収支】 
                                                      （単位：千円、％） 

科目名 令和 3 年度 令和 2 年度 前年度比 増減率 

投資活動支出 7,090,545 4,264,162 2,826,383 66.28 

 公共施設等整備費支出 4,773,752 2,868,676 1,905,076 66.41 

 基金積立金支出 2,308,135 1,386,585 921,550 66.46 

 貸付金支出 8,658 8,901 △ 243 △ 2.73 

投資活動収入 1,298,169 3,205,453 △ 1,907,284 △ 59.50 

投資活動収支 △ 5,792,375 △ 1,058,709 △ 4,733,666 447.12 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 
 

令和 3 年度は、学校給食センターの整備や、普通交付税の再算定による増額分

を減債基金に積み立てたことなどにより投資活動支出が増加したため、投資活動

収支は 47 億 3,366 万 6 千円の減少となっています。 
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【財務活動収支】 
                                                    （単位：千円、％） 

科目名 令和 3 年度 令和 2 年度 前年度比 増減率 

財務活動支出 4,300,081 4,519,756 △ 219,675 △ 4.86 

 地方債償還支出 4,066,906 4,033,409 33,497 0.83 

 その他の支出 233,175 486,347 △ 253,172 △ 52.06 

財務活動収入 6,411,620 4,736,399 1,675,221 35.37 

 地方債発行収入 6,411,620 4,736,399 1,675,221 35.37 

財務活動収支 2,111,539 216,643 1,894,896 874.66 

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。 
 

財務活動収支は 18 億 9,489 万 6 千円の増加となっています。これは、学校給

食センター整備に係る地方債の発行などによる財務活動収入が増加したことに

よるものです。 
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１ 資産の状況 … 将来世代に残る資産はどのくらいあるか 

 

 （1）住民一人当たり資産額 ＝ 資産合計 ÷ 住民基本台帳人口 

市全体の資産額を、人口で除して一人当たりにすることで、イメージをし

やすくします。 

当年度の住民一人当たり資産額は、

116 万 1 千円となっており、過去の類

似団体平均より低くなっています。 

資産は維持のためのコストが発生

するため、多ければ多いほどいいとい

うものではなく、適性規模の保有が必

要となります。 

 （2）歳入額対資産比率 ＝ 資産合計 ÷ 歳入総額(前年度末資金残高含む) 

当年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することで、これまでに形成

されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表します。 

当年度の歳入額対資産比率は、2.85

年となっており、過去の類似団体平均

と比べ歳入に対する資産形成の度合

いが低いことが分かります。 

前年度に比べて増加していますが、

これは新型コロナウイルス感染症に

係る国や県からの補助金の減により、

歳入総額が減少したことによるもの

です。 

※住民基台帳人口は、「財政状況資料集」（総務省）と合わせ、当該年度に属する 

1 月 1 日時点の数値を使用しています。 

  久喜市 平成 30 年度（平成 31 年 1 月 1日） 153,709 人 

      令和元年度（令和 2年 1月 1日）   153,066 人 

      令和 2年度（令和 3年 1月 1日）  152,506 人 

      令和 3年度（令和 4年 1月 1日）  151,669 人 

※類似団体平均については、下記の資料を参考に算出しています。 

 なお、令和 3年度決算に係る下記の資料については令和 5年度に公開される予定で 

あることから、類似団体平均については令和 2年度までの数値を表記しています。 

 ・「統一的な基準による財務書類に関する情報」（総務省ホームページ） 

第４章  財務４表の分析 
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（3）有形固定資産減価償却率 
  ＝ 減価償却累計額 ÷ （有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額） 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割

合を算出することで、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過してい

るかを把握することができます。 

当年度の有形固定資産減価償却率

は、58.1％となっています。 

過去の類似団体平均と比較して老

朽化の度合いは低い状況ですが、老朽

化が徐々に進んでおり、この状況が続

くと数年後に類似団体平均を上回る

可能性があります。 

（4）資産形成比率 ＝ 公共施設等整備費支出 ÷ 減価償却費 

当該年度の公共施設等の資産に支出した額と減価償却費の比率を算出する

ことで、新規資産への投資と既存資産の減耗のバランスを把握することがで

きます。 

当年度の資産形成比率は、136.3％

で学校給食センターの整備などによ

り前年度から大きく増加しました。 

この数値が 100％を上回っている

と、施設の更新等に投資した額が減価

償却費を上回っている状態であり、施

設整備が進んでいることを表してい

ます。 

 

54 .7
56 .0

57 .5 58 .1

58.3 59.3 60.4

0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

H30 R元 R2 R3

久喜市 類似団体平均

（％）

62 .3 64 .6
74 .4

136.3

100.4
112.7 116.2

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

H30 R元 R2 R3

久喜市 類似団体平均

（％）



18 
 

２ 資産と負債の比率 … 将来世代と現在世代との負担の分担は適切か 

（1）純資産比率 ＝ 純資産合計 ÷ 資産合計 

企業会計の「自己資本比率」に相当し、資産のうち償還義務のない純資産

がどれくらいの割合かを表します。 

当年度の純資産比率は、71.1％で過

去の類似団体平均より低くなってい

ます。 

この比率が高いほど負債（将来世代

の負担）の割合が少ないことになりま

すが、現在世代と将来世代との負担の

バランスを取ることも必要となりま

す。 

 （2）将来世代負担比率 
 ＝ 地方債（特例地方債を除く） ÷ 有形・無形固定資産合計 

社会資本などについて、将来の償還が必要な地方債による形成割合を算出

することで、社会資本形成に係る将来世代の負担の比重を表します。 

当年度の将来世代負担比率は、

12.4％となり、学校給食センターの整

備に係る地方債を発行したことなど

により、前年度に比べて増加していま

す。 

今後も新たなごみ処理施設などの

建設のため、多くの地方債発行が想定

されることから、将来世代への負担割

合も考慮し、事業を進めていく必要が

あります。 
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３ 負債の状況 … 財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか） 

（1）住民一人当たり負債額 ＝ 負債合計 ÷ 住民基本台帳人口 

市全体の負債額を、人口で除して一人当たりにすることで、イメージをし

やすくします。 

当年度の住民一人当たり負債額は、

33 万 6 千円で過去の類似団体平均よ

り低くなっています。 

学校給食センターの整備に伴う地

方債の発行などにより、前年度と比

べて増加しています。 

（2）基礎的財政収支 
 ＝ 業務活動収支(支払利息支出を除く) ＋ 投資活動収支(基金を除く) 

地方債の元利償還額を除いた歳出と地方債発行収入を除いた歳入のバラン

スを示す指標となり、行政サービスに使う経費を、新たな借金をせずに毎年

の税収等で賄えているかどうかを分析することができます。 

当年度の基礎的財政収支は、マイナ

ス 5億 6,700 万円となっています。 

昨年度と比べて減少していますが、

学校給食センターの整備や、普通交

付税の再算定による増額分を減債基

金に積み立てたことなどにより投資

活動支出が増加したことなどによる

ものです。 

（3）債務償還比率 
 ＝（将来負担額－充当可能財源） ÷ （経常一般財源等－経常経費充当財源等）×100 

実質的な債務に対する償還財源の比率を示すもので、現在の債務が経常的

な業務活動の黒字分に対してどの程度の割合になるかを表す理論値です。 

債務償還比率が低いほど債務償還

能力が高いといえます。 

当年度の債務償還比率は 402.1％と

なっていますが、普通交付税や地方消

費税交付金の増加に伴い、経常一般財

源等が増となったことにより、昨年度

と比べて改善しています。 
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４ 行政コストの状況 … 行政サービスは効率的に提供されているか 

（1）住民一人当たり行政コスト ＝ 純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口 

行政コストを人口で除して一人当たりにすることで、行政活動の効率性を

測定するものです。 

住民一人当たり行政コストは、 

33 万 2 千円となっており、前年度に

比べて大きく減少していますが、こ

れは前年度に実施した特別定額給付

金の給付がなくなったことによるも

のです。 

 

 

５ 受益者負担の状況 … 受益者負担の水準はどうなっているか 

（1）受益者負担の割合 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用 

行政コスト計算書の経常収益は受益者負担の金額であり、経常費用に対す

る割合を算出することにより、行政サービスの提供に対する受益者負担の割

合を算出することができます。 

当年度の受益者負担の割合は、 

3.2％で過去の類似団体平均より低

くなっています。 

前年度に比べて大きく増加してい

ますが、これは前年度に実施した特

別定額給付金の給付がなくなったこ

とによるものです。 
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【様式第1号】

自治体名：埼玉県久喜市

会計：一般会計等 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 167,859,686,114   固定負債 45,768,739,066

    有形固定資産 163,436,967,133     地方債 41,660,785,738

      事業用資産 65,830,207,015     長期未払金 -

        土地 37,688,389,942     退職手当引当金 3,175,255,378

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 78,093,047,888     その他 932,697,950

        建物減価償却累計額 -51,646,068,151   流動負債 5,184,122,247

        工作物 2,261,580,541     １年内償還予定地方債 3,932,494,712

        工作物減価償却累計額 -677,443,405     未払金 5,093,510

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 524,476,899

        航空機 -     預り金 496,009,318

        航空機減価償却累計額 -     その他 226,047,808

        その他 - 負債合計 50,952,861,313

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 110,700,200   固定資産等形成分 172,939,926,754

      インフラ資産 94,813,066,559   余剰分（不足分） -47,813,155,253

        土地 45,815,491,615

        建物 126,784,920

        建物減価償却累計額 -8,992,395

        工作物 102,724,077,721

        工作物減価償却累計額 -54,070,070,696

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 225,775,394

      物品 4,810,347,027

      物品減価償却累計額 -2,016,653,468

    無形固定資産 82,092,312

      ソフトウェア 82,092,312

      その他 -

    投資その他の資産 4,340,626,669

      投資及び出資金 468,294,600

        有価証券 1,500,000

        出資金 466,794,600

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 588,911,677

      長期貸付金 35,053,000

      基金 3,304,898,592

        減債基金 -

        その他 3,304,898,592

      その他 -

      徴収不能引当金 -56,531,200

  流動資産 8,219,946,700

    現金預金 2,993,074,972

    未収金 161,239,375

    短期貸付金 -

    基金 5,080,240,640

      財政調整基金 4,168,617,436

      減債基金 911,623,204

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -14,608,287 純資産合計 125,126,771,501

資産合計 176,079,632,814 負債及び純資産合計 176,079,632,814

貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：埼玉県久喜市

会計：一般会計等 （単位：円）

    その他 -

純行政コスト 50,370,345,541

    その他 -

  臨時利益 22,280,434

    資産売却益 22,280,434

    資産除売却損 525,855,347

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 49,866,770,628

  臨時損失 525,855,347

    災害復旧事業費 -

  経常収益 1,640,918,296

    使用料及び手数料 289,937,778

    その他 1,350,980,518

      社会保障給付 9,771,262,712

      他会計への繰出金 3,315,137,106

      その他 151,942,223

        その他 897,872,073

    移転費用 30,081,431,279

      補助金等 16,843,089,238

      その他の業務費用 1,120,991,273

        支払利息 155,155,515

        徴収不能引当金繰入額 67,963,685

        維持補修費 661,145,828

        減価償却費 3,502,140,401

        その他 26,402,035

        その他 670,214,482

      物件費等 13,146,891,901

        物件費 8,957,203,637

        職員給与費 5,963,683,090

        賞与等引当金繰入額 524,476,899

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 51,507,688,924

    業務費用 21,426,257,645

      人件費 7,158,374,471

行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

 



24 
 

【様式第3号】

会計：一般会計等 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

前年度末純資産残高 130,019,011,725 176,195,639,832 -46,176,628,107

  純行政コスト（△） -50,370,345,541 -50,370,345,541

  財源 50,409,357,988 50,409,357,988

    税収等 33,354,844,782 33,354,844,782

    国県等補助金 17,054,513,206 17,054,513,206

  本年度差額 39,012,447 39,012,447

  固定資産等の変動（内部変動） 3,326,456,262 -3,326,456,262

    有形固定資産等の増加 6,035,045,336 -6,035,045,336

    有形固定資産等の減少 -4,038,119,032 4,038,119,032

    貸付金・基金等の増加 4,501,545,514 -4,501,545,514

    貸付金・基金等の減少 -3,172,015,556 3,172,015,556

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -6,582,986,840 -6,582,986,840

  その他 1,651,734,169 817,500 1,650,916,669

  本年度純資産変動額 -4,892,240,224 -3,255,713,078 -1,636,527,146

本年度末純資産残高 125,126,771,501 172,939,926,754 -47,813,155,253

純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計

 
 



25 
 

【様式第4号】

自治体名：埼玉県久喜市

会計：一般会計等 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 502,093,670

本年度歳計外現金増減額 -6,084,352

本年度末歳計外現金残高 496,009,318

本年度末現金預金残高 2,993,074,972

    その他の収入 -

財務活動収支 2,111,539,065

本年度資金収支額 28,425,961

前年度末資金残高 2,468,639,693

本年度末資金残高 2,497,065,654

  財務活動支出 4,300,080,935

    地方債償還支出 4,066,905,721

    その他の支出 233,175,214

  財務活動収入 6,411,620,000

    地方債発行収入 6,411,620,000

    貸付金元金回収収入 13,754,175

    資産売却収入 31,586,218

    その他の収入 -

投資活動収支 -5,792,375,357

【財務活動収支】

    貸付金支出 8,658,275

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,298,169,468

    国県等補助金収入 305,552,000

    基金取崩収入 947,277,075

【投資活動収支】

  投資活動支出 7,090,544,825

    公共施設等整備費支出 4,773,751,770

    基金積立金支出 2,308,134,780

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 5,870,120,862

業務活動収支 3,709,262,253

  業務収入 45,795,089,446

    税収等収入 33,394,991,630

    国県等補助金収入 10,878,840,344

    使用料及び手数料収入 289,937,778

    その他の収入 1,231,319,694

    移転費用支出 30,081,431,279

      補助金等支出 16,843,089,238

      社会保障給付支出 9,771,262,712

      他会計への繰出支出 3,315,137,106

      その他の支出 151,942,223

    業務費用支出 17,874,516,776

      人件費支出 7,182,537,593

      物件費等支出 9,644,751,500

      支払利息支出 155,155,515

      その他の支出 892,072,168

資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 47,955,948,055
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用語解説 
 

◆貸借対照表 

○固定資産 

 事業用資産･･････公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外

の資産（例：庁舎、学校、公民館、公営住宅、福祉施設など） 

 インフラ資産･･････社会基盤となる資産（例：道路、橋、公園など） 

 物品･･････車両、物品、美術品 

 無形固定資産･･････ソフトウェアや地上権の用益物権など 

 投資及び出資金･･････有価証券、出資金、出損金 

 投資損失引当金･･････保有株式の実質価格が低下した場合に計上 

 長期延滞債権･･････滞納繰越調定収入未済分 

 長期貸付金･･････自治法第 240 条第 1項に規定する債権である貸付金（流

動資産に区分されるもの以外） 

 基金･･････流動資産に区分される以外の基金（減債基金、その他の基金） 

 その他･･････上記以外及び徴収不能引当金以外のもの 

 徴収不能引当金･･････未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立

不能見込額（不納欠損額）を見積もったもの（長期延滞債権分） 

○流動資産 

 現金預金･･････手元現金や普通預金など 

 未収金･･････税金や使用料などの未収金 

 短期貸付金･･････貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの 

 基金･･････財政調整基金、減債基金（特定の地方債との紐付けがないもの） 

 棚卸資産･･････売却目的保有資産 

 その他･･････上記以外及び徴収不能引当金以外のもの 

 徴収不能引当金･･････未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立

不能見込額（不納欠損額）を見積もったもの（未収金分） 

○固定負債 

 地方債･･････地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が 1年超の

もの 

 長期未払金･･････自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみ

なされるもの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以

外 

 退職手当引当金･･････職員が当該年度末で退職した場合に必要となる退

職手当額 

 損失補償等引当金･･････履行すべき額が確定していない損失補償債務等

のうち、地方公共団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来

負担額 

 その他･･････上記以外の固定負債 
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○流動負債 

 1 年内償還予定地方債･･････地方公共団体が発行した地方債のうち、1 年

以内に償還予定のもの 

 未払金･･････基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金

額が確定し、または合理的に見積もることができるもの 

 未払費用･･････一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、

基準日時点において既に提供された役務に対して未だその対価の支払を

終えていないもの 

 前受金･･････基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対

する義務の履行を行っていないもの 

 前受収益･･････一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準

日時点において未だ提供していない役務に対し支払を受けたもの 

 賞与等引当金･･････基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当

及び福利厚生費 

 預り金･･････基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返

負債 

 その他･･････上記以外の流動負債 

 

◆行政コスト計算書 

 経常費用･･････業務費用（人件費＋物件費等＋その他の業務費用）＋移転

費用（補助金、社会保障給付、特別会計への移転費用など） 

 人件費･･････職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額な

ど 

 物件費等･･････職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（資産に該当しな

いもの）、施設等の維持修繕にかかる経費や資産の減価償却費など 

 その他の業務費用･･････支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤

納還付など 

 移転費用･･････住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、特別会計

への資金移動など 

 使用料及び手数料･･････行政サービスの対価として使用料・手数料の形で

徴収する金銭 

 その他･･････過料、預金利子など 

 臨時損失･･････資産除売却損 

 臨時利益･･････資産売却益、受取配当金 

 

◆純資産変動計算書 

 前年度末純資産残高･･････前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一

致） 
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 純行政コスト･･･････行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サ

ービスなど、資産形成につながらない行政サービスに係る費用（行政コス

ト計算書の「純行政コスト」と一致） 

 財源･･･････税収等と国県等補助金の合計 

 税収等･･･････地方税、地方交付税、地方譲与税など 

 国県等補助金･･･････国庫支出金及び都道府県支出金など 

 資産評価差額･･･････有価証券等の評価差額 

 無償所管換等･･･････無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など 

 その他･･････上記以外の純資産の変動（調査判明の資産） 

 

◆資金収支計算書 

 業務活動収支･･･････行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支

出されるもの 

 業務支出･･･････人件費、物件費、補助費、扶助費など 

 業務収入･･･････市税、国県等補助金、使用料及び手数料など 

 臨時支出･･･････行政サービスを行う中で、臨時的に支出されるもの 

 臨時収入･･･････行政サービスを行う中で、臨時的に収入されるもの 

 投資活動収支･･･････学校、公園、道路などの資産形成や、投資、基金な

どの収入、支出など 

 投資活動支出･･････公共施設や道路整備などの資産形成、投資や基金など

の支出 

 投資活動収入･･･････公共施設の資産形成の財源に充てられた補助金収入

など 

 財務活動収支･･････地方債、借入金などの収入、支出など 

 財務活動支出･･･････地方債や借入金などの元金償還の支出 

 財務活動収入･･････地方債や借入金などの収入 

 歳計外現金･･････市の所有に属さない現金 

 


